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担当課(室)
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人権啓発費

女性活躍応援塾事業費
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マザーズジョブカフェ推進費

犯罪被害者等支援活動推進費

未来へつなぐ交通安全推進事業費

防犯まちづくり推進事業費

府営水道施設更新・耐震化事業費

工業用水道施設更新・耐震化事業費

事　　業　　名

食品ロス削減事業費

プラスチックスマートきょうと推進事業費

資源循環京都モデル推進事業費

生物多様性未来継承事業費
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生活・交通基盤整備事業費

消費者あんしんサポート事業費

非正規雇用女性就労促進事業費

子育て環境日本一推進戦略事業費
（３）安心して子育てできる雇用環境等の創出

脱炭素化推進事業費

気候変動適応推進事業費

海岸漂着物地域対策推進事業費

ドメスティック・バイオレンス対策事業費



趣　　旨　

２ 事業内容

（１）啓発・相談

　　・新聞、テレビ・ラジオ、ホームページなど様々な媒体を通じた
　　　啓発・広報

　　・ヒューマンフェスタ、人権フォーラムなどのイベント開催

　　・新型コロナウイルス感染症に関する誹謗中傷など、ＳＮＳ等イ
　　　ンターネットモニタリングの実施

　　・人権問題法律相談（京都府リーガルレスキュー隊）の設置　等

（２）市町村支援等

　　・人権啓発指導者養成研修会の実施

　　・インターネット研究会の開催

　　・市町村が実施する人権啓発事業に対する助成　等

府民環境－ １

課・担当

電話番号
075-414-4271  人権啓発推進室　企画・推進係

50,000 - - 90,000

その他

１

一般財源

　一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、だれもが自分らしく生きることの

できる共生の京都府社会の実現を図るため、様々な人権課題に関する啓発

・相談等を実施する。

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 人権啓発費
新規・
継続の別

継　続

府　民　環　境　部

予 算 額 140,000 千円
国　庫 起　債

担 当 課
・

担 当 名

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

（１）地域における防犯活動の推進

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 防犯まちづくり推進事業費
新規・
継続の別

継　続

府　民　環　境　部

予 算 額 12,166 千円
国　庫 起　債

１

一般財源

- - - 12,166

その他

府民環境－ ２

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-5076  安心・安全まちづくり推進課　防犯・交通安全係

・府民協働防犯ステーションの活動支援

・企業の地域防犯活動への参画

・子ども・地域安全見守り隊支援

・ビューティフル・ウィンドウズ運動※

・地域安全マップづくり

※ビューティフル・ウィンドウズ運動

　まち全体をきれいにすることにより、犯罪の起こりにくい

　環境づくりを行う活動

・「府民防犯の日」等普及啓発事業　等

　犯罪のない安心・安全なまちづくり計画を推進するため、地域防犯活動

の拠点「府民協働防犯ステーション」や、地域を守る子ども・地域安全見

守り隊の活動支援等により、地域防犯力の向上を図る。

（２）府域全体への防犯意識向上

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

▶

　交通事故で亡くなった交通巡視員の御遺族からの寄附を活用し、交通事

故をなくすための安全教育を展開する。

府民環境－ ３

「かなえる・かなでる」プロジェクト

故人が見守り続けた子どもたちに、「交通安全の大切さ」、「命の

大切さ」等を伝える児童書「かなえる・かなでる絵本」を府内の学

生と協働で制作し、府内の全小学校へ寄贈

※ 御遺族の思いを府民に届けるため、故人の名前を冠したプロジェク

トを府内全域で展開

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-5076  安心・安全まちづくり推進課　防犯・交通安全係

１

一般財源

- - 3,000 -

その他
予 算 額 3,000 千円

国　庫 起　債

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 未来へつなぐ交通安全推進事業費
新規・
継続の別

継　続

府　民　環　境　部

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 犯罪被害者等支援活動推進費
新規・

継続の別
継　続

予 算 額 7,400 千円
国　庫 起　債

１

一般財源

1,447 - - 5,953

その他

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
(内線2673)

　府民環境部　安心・安全まちづくり推進課
　防犯・交通安全係

　警察本部　警務課　犯罪被害者支援室
075-451-9111

075-414-5076

府民環境－ ４

府 民 環 境 部
警 察 本 部

社会復帰までのトータルサポートを行う「犯罪被害者
サポートチーム」の設置と「コーディネーター」の配
置

（公社）京都犯罪被害者支援センター及び同ほくぶ
相談室に対する支援
　・フリーダイヤルによる電話相談
　・臨床心理士によるカウンセリング

(2)

(1)

(3) 中高生等を対象に「いのちを考える教室」の開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

(1)

(2)

傷害など身体犯被害者への診断書料等の助成

所管 事業概要

府民環境部
（安心・安
全まちづく
り推進課）

警察本部
（警務課）

　犯罪被害者サポートチーム及び犯罪被害者支援コーディネーターの活

動や、(公社)京都犯罪被害者支援センターにおける相談・支援体制の充

実、身体犯被害者の診断書料助成などを行い、総合的な被害者支援を図

る。

被害直後の一時避難場所の確保等

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

窓口機能

総合受付

（保育情報提供含む）

女性再就職支援 ・女性が安心して再就職又は新たに就職

コーナー するための就業支援

ひとり親自立支援 ・ひとり親家庭の方の福祉相談及び就業

コーナー 支援

北京都ジョブパーク ・北京都ジョブパーク（福知山）内で就

マザーズジョブカフェ 業や保育相談等に加え、舞鶴・綾部・

京丹後・宮津地域等の巡回相談

再就職支援機能

ママ再就職フェア ・仕事と子育ての両立が可能な企業の出

展による就職説明会等の開催

女性再就職支援事業 ・再就職へ向けた、仕事と子育ての両立

に役立つ情報の提供や基礎的な研修等

の実施

１

- 38,56440,565 -

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

075-414-4291

075-414-4584

　府民環境部　男女共同参画課　企画・地域支援係

　健康福祉部　家庭支援課　ひとり親家庭支援係

一般財源その他

健 康 福 祉 部

予 算 額 79,129 千円
国　庫 起　債

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 マザーズジョブカフェ推進費
新規・
継続の別

継　続

府 民 環 境 部

　子育てしながら働きたい女性やひとり親家庭の方などのニーズに応じて、

就業と子育てをワンストップで支援する「マザーズジョブカフェ」を運営す

る。

・一人ひとりの事情に応じる総合窓口機

府民環境－ ５

男女共同参画課

男女共同参画課

項　目 内　　　容 所　管

能と保育に関する相談・情報提供等
男女共同参画課

男女共同参画課

家 庭 支 援 課

男女共同参画課

家 庭 支 援 課

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

11,621

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-744-6700

1,000 11,621

その他
予 算 額 24,242

府民環境－ ６

 男女共同参画課 女性活躍・ワーク・ライフ・バランス推進係

千円
国　庫 起　債

-

項　目 内　　　容

ワーク・ライフ・
バランス推進

▶　中小企業の多様な働き方導入に関する相談・研

 修・制度整備等の支援や、「京都モデル」ワーク・

 ライフ・バランス認証企業の拡大

▶　管理職層等を対象とした意識改革及び女性社員を

 対象とした人材育成のための研修を実施

▶　スキルを持ちながら出産・育児等により離職する

 などブランクがある女性に対し、大学等と連携した

 リカレント（学び直し・再就職支援）を実施

▶　企業の意思決定に参画できる役職への女性登用を

 推進するため、企業の中核人材となる女性の育成研

 修を実施

　オール京都体制で運営する女性活躍支援拠点「京都ウィメンズベース」

を中心に、企業における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの推進を

支援する。

京都ウィメンズ
ベースアカデミー
運営

１

一般財源

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 京都ウィメンズベース事業費
新規・
継続の別

継　続

府 民 環 境 部

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

(１) 相談窓口 (②)

・ ＤＶ相談支援センター(府南部・北部)の運営

・ ＤＶ専用電話相談の実施

・ 夜間・休日相談窓口の設置運営

・ 婦人相談員の配置・研修(二次被害防止)

・ 市町村相談員等に対する研修

・ 法律相談窓口の設置運営

(２) 専門的指導の確保 (②)

・ 心理療法士によるカウンセリング

(３) 一時保護機能 (②)

・ 一時保護委託先の確保

・ 保育士の配置

・ 同伴児童への学習支援

・ 民間シェルターと連携･協力した被害者支援

・ 同伴児童に対するオリエンテーションの実施

(４) 被害者の自立支援
・ 自立支援グループワークの実施

・ 加害者更生プログラムの実施

・ 通訳の派遣(外国人被害者への対応)

・

・

・ 一時保護所退所者・同伴児童支援

(５) 協力機関の連携・協力 (①・②)

・ 配偶者等からの暴力に関するネットワーク京都会議の運営

・ 生活保護等の円滑な適用

・ ＤＶ相談支援センター機能の広報啓発

(６) 啓　発 (①)

・ ＤＶ啓発カードの作成・設置

・ 啓発講座

府民環境－ ７

1,041

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

075-414-4291

075-414-4582

①府民環境部　男女共同参画課　企画・地域支援係

②健康福祉部　家庭支援課　家庭福祉係

(②)

診断書料の給付(保護命令申立て、就職時の健康診断
等)

被害者の地域生活を支援する｢地域生活サポーター｣
の養成・活用

1,610

7,382

2,797

6,752

7,669

8,695 - - 18,556

その他 一般財源

令和３年度　当初予算案主要事項(令和２年度２月補正含む)説明

府 民 環 境 部
健 康 福 祉 部

事 業 名 ドメスティック・バイオレンス対策事業費
新規・
継続の別

継　続

(①)

予 算 額 27,251 千円
国　庫 起　債

１

　家庭支援総合センター(配偶者暴力相談支援センター)を中心に、市町村
や関係機関と連携・協力しながら被害者の相談・保護・自立支援等を実施
する。

区　分　・　内　容 予 算 額
(丸数字は担当課名を示す) (千 円)

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

（２）輝く女性応援補助事業

　

府民環境－ ８

府 民 環 境 部

　地域活動を始めたい女性や、地域活動を継続・発展させたい女性を対象
にして女性活躍応援塾を開設し、様々な分野で活躍する女性リーダーを育

成する。

　　・経験豊富な女性活躍プロデューサーによる伴走支援のもと、塾生毎

　　　の活動の習熟度に合わせて、修得・実践・発展の３ステップで段階

　　　に応じて地域活動への参画を支援

　　・地域のラジオ局やホームページ等で塾生自らが活動を発信する場を

　　　提供

      地域活動を始めたい女性や、地域活動を継続・発展させたい女性を

　　対象に、地域活性化等の取組を支援

　　【補助率：２／３　補助上限：３００千円】

（１）女性活躍応援塾の運営 2,900千円

4,500千円

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-4291　男女共同参画課　企画・地域支援係

１

一般財源

1,450 - - 5,950

その他
予 算 額 7,400 千円

国　庫 起　債

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 女性活躍応援塾事業費
新規・
継続の別

新　規

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



府民環境部・健康福祉部・商工労働観光部

趣　　旨

２ 事業内容

（１）子育てにやさしい職場づくり事業費 千円

実践企業の拡大と価値向上　　　　　　 (ⒶⒷⒹⒺ)

    子育てにやさしい職場づくりを進める企業の気運を醸成

  ①「子育て企業サポートチーム」による中小企業への理解促進

  ②経済団体等を通じたトップセールスの実施

  ③子育てにやさしい職場づくりに係る実践企業の情報発信

子育てにやさしい職場づくりを「実施する」企業等への支援  (Ⓔ)

　（多様な働き方推進事業費補助金による助成）

（３）男性育休促進事業費

※時間単位の年休制度を導入し、かつ年休取得率10％UPを達成した場合については、
　補助率２／３、上限100万円にかさ上げ

子育てにやさしい職場づくりに資するｻｰﾋﾞｽの提供企業等への支援 (Ⓔ)

男性育休促進事業 (Ⓐ)

働きやすい職場づくりに取り組む企業への支援 (Ⓔ)

　就労環境改善や従業員の奨学金返済を支援する補助金等の活用

（２）ＳＴＯＰ氷河期・学生就職応援事業費 千円
インターンシップの推進による学生の業界研究支援
未内定者の就職支援
就職支援協定締結大学と連携した学生の府内企業への就職促進
府内高校生の就職・定着等支援

（３）その他 千円
京都ウィメンズベース事業 (Ⓐ)

ダブルケアサポート事業 (Ⓑ)

マザーズジョブカフェ推進費 (ⒶⒸ)

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

Ⓔ

令和３年度　当初予算案主要事項(令和２年度２月補正含む)説明

事 業 名
子育て環境日本一推進戦略事業費 新規・

継続の別
継続（一部新規）

(3)安心して子育てできる雇用環境等の創出

予 算 額 284,491 千円
国　庫 起　債

補助対象者 個別企業 個別企業のグループ

一般財源

60,003 - 1,000 223,488

その他

１
　テレワーク、育休等、社会の変化の兆しを捉えて、子育てにやさしい職場環境づく
りをさらに推進

121,390

▼
▼

▼

補助対象
事業

 時間単位の年休制度の導入
など、職場の環境改善に必要となる経
費

 従業員の休日の確保やﾃﾚﾜｰｸの導入に
よる通勤時間の短縮などに、複数の企
業が共同で取り組む経費

補助率
 中小企業　　１／２以内※
 小規模企業　２／３以内

補助率　２／３以内

補助上限額 50万円※ 100万円

▼

　子連れコワーキングスペースの設置・運営などのサービスを提供する府内企業等のス
タートアップを支援し、子育てにやさしい環境づくりに係る新たなビジネスモデルを創出

　育休の取得が企業にとってメリットとなる仕組みを構築することで、経営者の意識改革
と男性社員が自ら進んで育休を取得する職場づくりを支援

▼

58,302

▼

(Ⓓ)▼
▼

▼

104,799

▼ (24,242千円)

▼ (1,428千円)

▼ (79,129千円)

担 当 課
・

担 当 名

男女共同参画課 企画・地域支援係

課・担当

電話番号

075-414-4291

人材確保推進室 人材確保推進係 075-692-3232

府民環境−９

こども・青少年総合対策室 母子保健係 075-414-4591
家庭支援課 ひとり親家庭支援係 075-414-4584

人材確保・労働政策課 人材確保企画係 075-414-5085

趣 旨

対 象

方法等

事業内容

諸収入

新規

新規



令和３年度 当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

府 民 環 境 部

商工労働観光部

事 業 名 非正規雇用女性就労促進事業費
新規・

新 規
継続の別

国 庫 起 債 その他 一般財源

予 算 額 ３３４，３５０千円

270,973 － － 63,377

１ 趣 旨

新型コロナウイルス感染症の影響で特に非正規雇用の女性の解雇・離職が増加す

る中で、「働きたいのに働けない」「働くことを仕方なく諦めた」といった方への

相談から就労までのサポートを実施する。

２ 事業内容

生活福祉資金の利用者等に対するアプローチを強化し、ジョブパーク等の支援機

関へつなぐとともに、ニーズに応じた就労支援を実施

（１）巡回相談員によるアウトリーチ型の就業サポート【新規】 25,638千円 ③

ジョブパークに巡回相談員を配置し、自立相談支援機関やこどもの居場所等

を巡回訪問して就労意欲のある者へのアプローチを行い、ジョブパーク（マザ

事 業 内 容 ーズジョブカフェ含む）やハローワーク等の支援機関への誘導を強化

趣 旨

対 象 （２）就労相談体制の拡充【新規】 5,352千円 ①

方 法 等 きめ細かなカウンセリングを行い、求職者の適性に応じた支援メニューへ

つなぐため、マザーズジョブカフェのキャリアカウンセラーを１名増員

（３）ニーズに応じた就労支援【一部新規】 289,265千円 ①③④

多様なニーズに対応した職業訓練やスキルアップセミナー等を実施

・正規雇用を目指す方向けの、研修と企業実習を組み合わせた有給型訓練

・多様かつ柔軟な働き方を望まれる方向けの、子どもを預けて受講できる就

職のためのスキルアップセミナー 等

（４）マッチング機会の拡大【新規】 14,095千円 ②

就職機会拡大のため、既存の大規模・中規模・個別の企業説明会に加え、個

別・ミニ企業説明会を追加で実施

担当課・担当名
①男女共同参画課 企画・地域支援係 075-414-4291

②人材確保推進室 人 材 確 保 推 進 係
課･担当 電話番号

075-692-3232

③ 〃 ダイバーシティ雇用推進係 075-682-8918

④人材開発推進課 職 業 訓 練 推 進 係 075-414-5101

府民環境－10



趣　　旨

２ 事業内容

市町村連携、消費者問題対応力向上

消費者被害防止、高齢者対策

成人前消費者被害防止対策

消費者教育の推進

相談・検査体制の整備等

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 消費者あんしんサポート事業費
新規・
継続の別

継　続

建 設 交 通 部

府 民 環 境 部
健 康 福 祉 部
農 林 水 産 部

60,631 - 1,970 30,899

その他国　庫 起　債 一般財源

１

予 算 額 93,500 千円

担 当 課
・

担 当 名

　府民環境部　消費生活安全センター　企画・啓発係

　農林水産部　農政課　食の安全・食育係
　建設交通部　住宅課　計画係

　健康福祉部　生活衛生課　食品衛生係
　健康福祉部　薬務課　薬物対策・企画係

きょうと「食
の安心・安
全」確保事業
等

・「ネット取引等あんしんチーム」による市町村
　相談のサポート
・府全域のリアルタイムな情報共有
・市町村相談センターの運営に対する助成
・近畿府県合同での調査・指導　等

市町村相談セ
ンター支援事
業等

項　目 事　業　概　要

成年年齢引下
げ対策事業

消費生活
安全センター

消費生活
安全センター

農 政 課

生 活 衛 生 課

薬 務 課

住 宅 課

・成年年齢引下げ直前対策として、若年者を対象
　とした集中的な啓発や、悪質商法等による消費
　者被害防止対策を実施

・消費者市民社会の構築に向けた消費者教育の展
　開

・食品の安心・安全を確保するための食品検査や
　食品表示パトロール
・無承認・無認可医薬品、健康食品等の販売店舗
　等の把握、監視指導
・住宅に関する法律的・技術的な相談対応

府民環境－ 11

課・担当

電話番号

075-671-0030

075-414-5656
075-414-5358

075-414-4773
075-414-4786

消費者教育推
進事業

　府民の安心・安全な消費生活を実現するため、高齢者の被害防止対策や

成年年齢引下げを見据えた消費者教育の推進及び市町村消費生活相談窓口

の運営支援等を実施する。

所　管

消費生活
安全センター

消費生活
安全センター

・特殊詐欺等被害の未然防止を図るため、見守り
　人材の養成や地域の見守りの担い手による啓発
　を実施
・市町村見守りネットワークの活動支援　等

消費者被害防
止対策事業

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

府民環境－ 12

府 民 環 境 部

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

075-414-4297

075-414-4708

　①エネルギー政策課　エネルギー政策係

　②地球温暖化対策課　企画・推進係

１

92,000 - 1,349,050 164,950

その他 一般財源

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 地球温暖化対策総合戦略事業費
新規・
継続の別

新　規

　2050年度温室効果ガス排出量実質ゼロに向け、太陽光・風力・バイオマス
を中心とする再生可能エネルギー導入・利用の加速化、サプライチェーン全
体での脱炭素化等省エネ対策の促進の２本柱で地球温暖化対策に係る施策を
総合的に実施する。

予 算 額 1,606,000 千円
国　庫 起　債

趣 旨

対 象

方法等

事業内容

事業名 担当課
予算額

(千円)

1 再生可能エネルギー導入加速化事業費

家庭向け自立型再エネ設備設置助成事業 65,000

太陽光発電初期投資ゼロ促進事業（新規） 20,000

事業者向け自立型再エネ・ＥＭＳ設置事業 30,000

地域の給電ステーション整備事業（新規） 7,000

太陽光ﾊﾟﾈﾙ脱炭素型資源循環ｼｽﾃﾑ構築事業（新規） 10,000

多様な再エネ導入促進総合補助金（一部新規） 16,000

再エネ導入利活用増大事業 11,000

スマート・エコハウス促進事業 1,300,000

再エネ需要拡大率先事業(新規） 6,000

1,465,000

2 省エネ型ビジネス促進事業費

② 4,000

② 2,000

① 35,000

① 5,000

② 6,000

52,000

3  地産地消型エネルギー活用推進事業費

　 京都舞鶴港スマート・エコ・エネルギーポート化推進事業 32,000

32,000

4

52,000

　京都舞鶴港エネルギークラスター事業 5,000

57,000

1,606,000合　　　　        　　　　　　計

分野

1-1 太陽光発電導入活用促進事業費

1-2 多様な再エネ導入加速化事業費

小　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　計

　脱炭素社会実現に向けたＥＳＧ投資研究事業（新規）

　省エネ・節電設備更新補助金（京－VER補助金）

　事業者ＣＯ₂削減対策事業

次世代エネルギー活用社会推進事業費

　水素社会みらいプロジェクト推進事業

小　　　　　　　　　　　計

①

①

①

①

　企業ｸﾞﾙｰﾌﾟで取り組むＣＯ₂排出削減ﾁｬﾚﾝｼﾞ支援事業（新規）

小　　　　　　　　　　計

　ＥＭＳ等評価・指導事業



趣　　旨

２ 事業内容

（２）太陽光発電初期投資ゼロ促進事業

（３）事業者向け自立型再エネ・ＥＭＳ設置事業

（４）地域の給電ステーション整備事業

（５）太陽光パネル脱炭素型資源循環システム構築事業

（１）家庭向け自立型再エネ設備設置助成事業 65,000千円

　20,000千円

30,000千円

7,000千円

10,000千円

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 太陽光発電導入活用促進事業費
新規・
継続の別

新　規

府 民 環 境 部

10,000 - - 122,000

その他国　庫 起　債

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-4297　エネルギー政策課　エネルギー政策係

１

一般財源
予 算 額 132,000 千円

　太陽光発電の更なる導入及び活用の拡大に向け、新たな導入モデル等に
取り組むとともに、災害時の地域活用や老朽パネルのリユース等、太陽光
発電設備の導入から活用、廃棄までのライフサイクルを通した施策を展開
する。

府民環境－ 12-1-1

  太陽光発電設備及び蓄電池の同時導入に対し、市町村と連携し助成

  初期投資ゼロ（ＰＰＡモデル）事業の登録事業者が設置する太陽光発

電設備に対して助成

  停電時に地域で活用できる再エネ設備等を導入する事業者への助成及

び設置により削減されたＣＯ₂を京都版ＣＯ₂取引制度により活用

  停電時における事業用太陽光発電の地域開放に協力する事業者への助

成等を実施（マッピングシステム整備、給電コンセント等助成）

  太陽光パネルの効率的なリユース・リサイクルの促進に向けたプラッ

トフォーム設置及び循環システム構築に向けた実態調査を実施

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

（１）多様な再エネ導入促進総合補助金（一部新規）

（２）再エネ導入利活用増大事業　

（３）スマート・エコハウス促進事業　

（４）再エネ需要拡大率先事業（新規）

　府主催イベントや庁舎で使用する電力の100％再エネ化を実施

- 6,550 1,300,000 26,450

その他 一般財源

府民環境－ 12-1-2

　エネルギー政策課　エネルギー政策係

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 多様な再エネ導入加速化事業費
新規・
継続の別

新　規

府 民 環 境 部

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-4297

千円

　風力やバイオマス等、多様な再生可能エネルギーの導入加速化に向け、

助成や融資等、総合的な施策を実施する。

１

予 算 額 1,333,000
国　庫 起　債

　再エネ発電設備等の設置を支援するための低利融資を実施

　（融資限度額：350万円、金利：0.5％、融資期間：10年以内）

　6,000千円

16,000千円

11,000千円

　家庭向け再エネ導入相談窓口「京都再エネコンシェルジュ」の設置及び

府民による再エネ電力の共同購入を促進

 1,300,000千円

　多様な再生可能エネルギーの導入を加速化する総合的な補助制度を創設

趣 旨

対 象

方法等

事業内容
その他

対象：小水力、小規模バイオマス、太陽熱
内容：府内事業者等による整備に助成

対象：風力、大規模バイオマス(1MW以上)
内容：新規府内常用雇用者数に応じ整備に助成

補助内容等

1/3～1/5
（4百万円）

1/10
(1億円）

補助率等
(上限額）

大規模
発電

分野



趣　　旨

２ 事業内容

（１）企業グループで取り組むＣＯ₂排出削減チャレンジ支援事業（新規）②

（２）脱炭素社会実現に向けたＥＳＧ投資研究事業（新規）②

ESG投資：環境・社会・企業統治に配慮している企業を重視・選別して行う投資

（５）事業者ＣＯ₂削減対策事業②  　

12-2

担 当 課
・

担 当 名

　①エネルギー政策課　エネルギー政策係 課・担当

電話番号

075-414-4297

　②地球温暖化対策課　企画・推進係 075-414-4708

１

　2050年度温室効果ガス排出量実質ゼロに向け、サプライチェーン全体での脱炭素
化に向けたアドバイザー派遣や省エネ診断、設備更新補助等により中小企業等から
の排出削減の支援を実施する。

　中小企業等を対象に、省エネルギー診断やフォローアップを実施　　　 　　　　　　 　

一般財源

- - 42,500 9,500

その他
予 算 額 52,000 千円

国　庫 起　債

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

府 民 環 境 部

事 業 名 省エネ型ビジネス促進事業費
新規・
継続の別

新　規

 4,000千円
　サプライチェーン（※）全体から発生する温室効果ガスの削減に取り組む企業
グループに対し、アドバイザー派遣や（３）により設備投資支援を実施

原材料調達から製造・物流・販売・廃棄に至る企業の事業活動の影響範囲全体の
こと

※

　2,000千円

　企業価値向上につながる環境配慮型経営を後押しするため、府内のＥＳＧ投資
（※）推進に向けた研究会を立上げ、調査・研究を実施

※

（３）省エネ・節電設備更新補助金（京－VER補助金）①　   35,000千円

　京都版ＣＯ₂排出量取引制度を活用する中小企業等の高効率の省エネ設備更新
を支援
(１)により温室効果ガス削減に取り組む中小企業に対しては、補助率を嵩上げ

（４）ＥＭＳ等評価・指導事業① 5,000千円

　6,000千円

　京都府地球温暖化対策条例に基づく事業者排出量削減計画書制度の目標達成に
向けた大規模排出事業者への指導・助言及び京都版ＣＯ₂排出量取引制度の運営
を実施

府民環境－

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

府民環境－ 12-3

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
　エネルギー政策課　エネルギー政策係 075-414-4297

32,000 - - -

その他

　京都舞鶴港前島ふ頭において、太陽光等の再エネ発電設備や蓄電池等を

整備し、フェリーターミナル等の各施設で効率的に利用するための計画を

策定

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

府 民 環 境 部

事 業 名 地産地消型エネルギー活用推進事業費
新規・
継続の別

継　続

予 算 額 32,000 千円
国　庫 起　債

１

　地域で発電した電力を地域で効率的に利用（地産地消）するため、府北

部及び中南部地域において、それぞれの地域特性に応じたエネルギーマネ

ジメントの取組を実施する。

一般財源

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

ア．燃料電池フォークリフト導入実証事業

イ．地産地消型水素製造・利活用ポテンシャル調査

（２）京都舞鶴港エネルギークラスター推進事業費 

　　

（１）水素社会みらいプロジェクト推進事業 　52,000千円

　京都舞鶴港において、燃料電池フォークリフトを試験導入するととも

に、水素を巡回供給するモデル事業を実施

　物流・暮らし等様々な分野における水素需要及び製造ポテンシャルを

有する久御山ジャンクション周辺において、水素製造や利活用のポテン

シャル調査を実施

　　5,000千円

　再生可能エネルギーに加え、天然ガスや水素等、環境負荷の低いエネ

ルギーインフラの整備に向けた調査等を実施

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

府 民 環 境 部

事 業 名 次世代エネルギー活用社会推進事業費
新規・

継続の別
継　続

予 算 額 57,000 千円
国　庫 起　債 一般財源

50,000 － － 7,000

その他

１

　発電・輸送・産業など幅広い分野における水素の利活用の拡大に向け、水素

技術の研究開発に取り組む府内企業等と連携した水素需要拡大の施策等を実施

する。

府民環境－ 12-4

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
　エネルギー政策課　エネルギー政策係 075-414-4297

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

担 当 課
・

担 当 名

　①エネルギー政策課　エネルギー政策係 課・担当

電話番号

075-414-4297

　②地球温暖化対策課　企画・推進係 075-414-4708

１

　温室効果ガスの排出削減を図るため、省エネ・省ＣＯ₂の取組及び次代

を担う子どもたちに対する環境教育や啓発活動を実施する。

府民環境－ 13

（１）ＥＶ・ＰＨＶタウン推進事業②　　　　　　　　　　　 9,110千円

　　　ＥＶ（電気自動車）やＰＨＶ（プラグインハイブリッド自動車）

    の普及を図り、運輸部門のＣＯ₂削減を促進

（２）次世代環境担い手づくり推進事業①　           　　  4,700千円

　　　丹後海と星の見える丘公園等を活用した環境学習を実施

　

（３）ＷＥ　ＤＯ　ＫＹＯＴＯ！府民運動推進事業②   　　  1,500千円

　　　次代を担う子どもや若者を環境人材として育成

（４）暮らしとオフィスの脱炭素化推進事業②　　　　　　 　6,778千円

      省エネ家電への買替えの促進や、住まいの脱炭素化に資する普及

　　啓発など、家庭部門を中心とした排出削減対策を実施

一般財源

- - 9,139 12,949

その他
予 算 額 22,088 千円

国　庫 起　債

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

府 民 環 境 部

事 業 名 脱炭素化推進事業費
新規・
継続の別

継　続

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容
　

　

１

予 算 額 11,500 千円
国　庫

-

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 気候変動適応推進事業費
新規・
継続の別

新　規

府民環境－ 14

府 民 環 境 部

　京都府における気候変動への適応の取組を推進するため、以下の機能

（※）を担う「地域気候変動適応センター（仮称）」を整備

（１）京都の気候変動影響評価及び情報収集・発信

　　・業界団体や環境保全活動団体等にアンケートやヒアリングを実施

　　　し、気候変動の影響と適応に関する情報を収集

　　・これまでに収集・整理・分析した情報を発信するため、シンポジ

　　　ウムの開催やホームページを開設　　　　　　　　　　　　　など

（２）府内関係機関とのネットワーク（協議会）を構築

　　・行政、大学・研究機関、事業者団体、ＮＰＯ等との連携体制を構築

　　・分野横断的な情報の集約・共有　　　　　　　　　　　　　　など

　※地域気候変動適応センター（仮称）の担う機能

　　①気候変動の影響と適応に関する情報を収集・整理・分析し、府民や

      事業者等に情報提供し、気候変動への適応策について技術的な助言

      を実施

　　②大学や研究機関と連携し、京都における気候変動の影響と適応に関

　　　する最新の知見を集約

　　③府市の産業関係機関等と連携した適応策の自立的な普及に向けた適

　　　応ビジネス創出支援

　府民生活に直結する自然災害等による被害を未然に防止・軽減するた

め、「地域気候変動適応センター(仮称)」を設置し、気候変動に起因する

環境への影響や変化等の情報収集・分析・発信を実施する。

その他 一般財源

- 3,500

起　債

8,000

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-4708　地球温暖化対策課　企画・推進係

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 プラスチックスマートきょうと推進事業費
新規・
継続の別

一部新規

府 民 環 境 部

- - 36,000 -

その他国　庫 起　債

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-4714　循環型社会推進課　産業廃棄物係

１

一般財源
予 算 額 36,000 千円

　プラスチックごみ全体の３Ｒ（Reduce、Reuse、Recycle）に向け、排出

実態等調査を行うとともに、廃プラスチック類の効率的回収やプラスチッ

ク代替製品等の技術開発等の取組を推進する。

府民環境－ 15

補助率

上限額

２／３

１０，０００千円

（１）プラスチックごみ組成調査及び削減検討（新規）    　6,000千円

　　・製造から小売までのサプライチェーンの各段階で排出されるプラ

　　　スチックごみの実態調査を実施

　　・製造・流通・小売・消費者等で構成されるプロジェクトチームを

　　　設置し、削減策を検討

（２）プラスチックごみの３Ｒの技術開発支援             30,000千円

　　①プラスチックごみの効率的回収等の促進

　　　ＩｏＴを活用して複数社のプラスチックごみをまとめて収集・運

　　　搬できるシステムの実装事業を支援

　　②プラスチックごみのリサイクル高度化の促進

　　　廃プラスチック類を建材として再生、活用する事業のモデルハウ

      スの築造等を支援

　　③プラスチック代替製品開発支援等への補助

　　　木材を原料にした代替プラ製品の製品試作及び性能評価等を支援

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 資源循環京都モデル推進事業費
新規・
継続の別

継　続

予 算 額 80,000 千円
国　庫 起　債

１

一般財源

- - 80,000 -

その他

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-4714　循環型社会推進課　産業廃棄物係

　産業廃棄物の３Ｒ推進のため、廃棄物処理へのＡＩやＩｏＴ技術導入を

進める資源循環モデルの構築に向けた取組を実施する。

府民環境－ 16

府 民 環 境 部

（１）京都府３Ｒ技術開発等支援補助事業　            　  20,000千円

　　　産業廃棄物を利用したリサイクル製品等の事業化に向けた技術開発、

  　施設整備、開発された製品の販路開拓の一連の事業を総合的に支援

（２）建設廃棄物技術開発等支援補助事業　　　　　　　　　30,000千円

　　　産業廃棄物の最終処分量の半分を占める建設系廃棄物の３Ｒを効果

　　的に推進するため、ＡＩ技術を活用した選別ロボの導入を支援

（３）３Ｒ支援センター運営事業費　　　　　　　　　　　　30,000千円

　　　・ゼロエミッションアドバイザーの派遣

　　　・産業廃棄物３Ｒ情報等の提供

　　　・３Ｒ人材育成等の支援

　　　・「産業廃棄物減量・リサイクル推進ネットワーク協議会」の開催

　　　・(一社)京都府産業廃棄物３Ｒ支援センターの運営等

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

（１）海岸漂着物等の回収及び処理

　京都府内52海岸における海岸漂着物等の回収及び処理事業を支援

　

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 海岸漂着物地域対策推進事業費
新規・
継続の別

継　続

府 民 環 境 部

42,478 - - 3,600

その他国　庫 起　債

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-4730　循環型社会推進課　循環・リサイクル係

　海岸の維持・保全を図るため、海岸漂着物等の回収、処理及び発生抑制

対策に対する助成や啓発活動を実施する。

１

一般財源
予 算 額 46,078 千円

府民環境－ 17

（２）海岸部・内陸部における発生抑制対策

　海岸漂着物等の発生を抑制するため、関係者と連携した啓発活動を

実施

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

　食品ロス削減推進法が制定され、都道府県ごとの食品ロス削減推進計画

を策定するに当たり、府内の事業者を対象とした実態調査を実施するとと

もに、食品ロス削減に向けた府民に対する啓発を行う。

府民環境－ 18

（１）食品ロスの実態調査【新規】　5,000千円

　　　府内の食品製造業、卸、小売、飲食店等フードチェーン全体に対す

　　る食品ロス発生状況に関する調査の実施

（２）プロジェクトの運営【新規】　1,000千円

　　　京都フードエコプロジェクトチーム（仮称）を設置し、食品ロスの

　　要因を分析し、対応策等を提案

（３）食品ロス削減研修・啓発事業　800千円

　　　食品ロス削減に関する研修会、セミナーの開催等

１

一般財源
予 算 額 6,800 千円

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-4730　循環型社会推進課　循環・リサイクル係

400 - 6,400 -

その他国　庫 起　債

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 食品ロス削減事業費
新規・
継続の別

一部新規

府 民 環 境 部

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 生物多様性未来継承事業費
新規・
継続の別

一部新規

府 民 環 境 部

3,000 - 4,900 17,161

その他国　庫 起　債 一般財源
予 算 額 25,061 千円

担 当 課
・

担 当 名

府民環境－

　京都の悠久の歴史と文化のなかで育まれた独自の生物多様性を未来へと

伝えるため、生物多様性地域戦略に基づく生物多様性センター機能の整備

や希少種対策、保全地域の生態系維持回復、外来生物対策等を実施する。

19

１

（１）生物多様性次世代育成・継承

・府内に生息・生育する生物の分布情報や生息地の環境等の情報を

  収集し、生物多様性情報基盤を拡充

　

・保全団体や有識者、大学等の様々な主体とのネットワークを構築

　し、生物多様性保全の取組を推進

　

・環境学習等の開催支援等

（２）多様な生態系の保全

・京都府レッドリストの更新

・府民協働による保全活動への助成等

（３）外来生物対策

・「侵入特定外来生物バスターズ」活動の推進

・ヌートリアやアルゼンチンアリ等の防除対策

075-414-4378　自然環境保全課　自然環境係
課・担当

電話番号

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



趣　　旨

２ 事業内容

（１）水道基盤強化推進費①
20,610千円

20,610千円

・京都府水道事業広域的連携等推進協議会の開催

・京都府水道事業のあり方に関する将来推計業務の実施

17,120千円（２）下水道広域化推進費②　          

・広域化・共同化関係会議の運営

・汚泥広域利活用構想の策定

府民環境－ 20

　将来にわたる安心・安全な上下水道サービスの供給体制を築くため、京

都水道グランドデザイン等に基づく市町村の取組を支援する。

１

一般財源
予 算 額 37,730 千円

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号

075-414-4373

075-414-5209

　①府民環境部　公営企画課　水道行政・広域化係

　②建設交通部　水環境対策課　計画係

17,585 - - 20,145

その他国　庫 起　債

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 きょうと上下水道未来づくり総合対策事業費
新規・
継続の別

継　続

建 設 交 通 部
府 民 環 境 部

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



事　業　名

生活・交通基盤整備事業費

内　　容

自然公園施設整備等
（トイレ、転落防止柵、側溝改修等）

府民環境－ 21

府 民 環 境 部

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-4378　自然環境保全課　自然公園係

一般財源
予 算 額 111,376 千円

29,964 76,000 - 5,412

その他国　庫 起　債

令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名 生活・交通基盤整備事業費
新規・
継続の別

継　続

趣 旨

対 象

方法等

事業内容



令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名
＜水道事業会計＞
　府営水道施設更新・耐震化事業費

新規・
継続の別

継　続

府 民 環 境 部

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-5483　建設整備課　施設・広域整備係

その他
予 算 額

一般財源

箇　所・内　容
予　算　額
（千　円）

事　業　名

-
2,237,609 千円

国　庫 起　債

- 2,033,000 204,609

　府営水道管路更新事業 宇治系送水管路更新・耐震化584,400

府民環境－ 22

　府営水道浄水場施設
　更新等事業

宇治浄水場
・中間ポンプ更新等

木津浄水場
・導水ポンプ設備更新等

乙訓浄水場
・遠方監視制御装置更新等

1,653,209趣 旨

対 象

方法等

事業内容

(他に債務負担行為 2,524,000千円)



令和３年度　当初予算案主要事項（令和２年度２月補正含む）説明

事 業 名
＜工業用水道事業会計＞
　工業用水道施設更新・耐震化事業費

新規・
継続の別

継　続

予 算 額 126,260 千円
国　庫 起　債 一般財源

- 45,000 81,260 -

その他

府民環境－ 23

府 民 環 境 部

担 当 課
・

担 当 名

課・担当

電話番号
075-414-5483　建設整備課　施設・広域整備係

事　業　名

工業用水道施設更新・耐震化事業

箇　所・内　容

・長田野配水管路
  更新・耐震化

・工業用水道設備の更新

趣 旨

対 象

方法等

事業内容


